











1ソ ビエ ト会計の レクイエム
各共和国の相次 ぐ主権宣言で事実上崩壊 の過程 にあ ったソ連邦 は,1991年
12月末,つ いに解体 した。そ して,ソ 連における強度の中央集権的計画経済体
制 も瓦解 し,それ と同時に,こ の体制に存立基盤を置いていたソビエ ト会計は
終焉 した。 ソ連邦の解体 と共に終焉 したソビエ ト会計 とは,20年代末か ら30
年代にかけて形成 され,その後の経済改革に対応 して改編されなが ら,90年代
の初めまで採用されてきた会計の制度 ・実務 ・理論である。
20年代末か ら30年代の レーニ ン亡 きあとのソ連では,多 くの働 く人びとを
生産,,企業.社 会の主人公として正 しく位置づけるべき社会主義の一っのメル
クマールを無視 して,加 えてスターリン主義の悪弊のもとで,農 業の集団化 と
経済の工業化を短期間に急テンポで強行 し,そ して第1次5力 年計画を承認 し
た29年以降に,国 民経済全体 と個 々の国有企業を一括 して運営す る強度の中
央集権的計画経済体制が確立されていった。同時に,この体制を支えるために,
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一種 の社会会計またはマクロ会計に相当する統一国民経済計算制度 も形成 され
ていった。そしてこの国民経済計算制度の一環 としての統一会計制度が,独 立
採算制を採 る個々の国有企業に設置された。 ここに,ソ ビエ ト会計制度は強度
の中央集権的計画経済体制をその存立基盤 として成立 した。
だが,強 度の中央集権的計画経済体制は,人 びとの生活上の要求を軽視 し重
工業優先に偏重 した国家計画の実現と経済の外延的発展には役だ ったが,そ れ
は経済の内包的発展にとっては次第に足枷となっていった。このため,20回党
大会(56年)で のスター リン批判を経たのち,65年か ら経済改革が開始され
た。 この改革では,計画的な経済運営を従来の強度の中央集権的運営か ら地方
分権的運営にすること,また,こ れまで企業で採用されていた独立採算制は企




独立採算制を導入することが意図された。 しか し,この経済改革は,党 と政府
な 　
の官僚の圧力によって70年代初頭か ら中途半端に終わ り,そ の改革に見合 う
ソビエ ト会計の改編 も充分になされないまま終わった。その結果 は,80年代の
初めには,ソ 連経済は危機直前の状態にまでなった。ーそこで,周 知のペ レス ト
ロイカが開始された。85年か ら91年までのペレス トロイカ期には,政 治改革
と共に,抜 本的な経済改革が大規模に急 ピッチで試み られた。
この経済改革では,従来の中央集権的計画経済体制を根本的に刷新するため
に,市場経済への移行計画が多 くの時間を費や して論議 されたが,そ の過程で
提起 された市場経済の概念 は 「社会主義的市場経済」,「計画 ・市場経済」,「調
整された市場経済」などと目まぐるしく変転 し,最後には西側 との一体化を目
指 した 「完全なる市場経済」 となっていった。 また,西側資本との合弁企業の
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ホき
採算制の採用が規定 された。だが,こ の法律の施行後 まもな く,それに代わる
ものとして 「企業法」が,「所有法」,「土地法」,「税法」,「賃貸借法」などの一
連の経済法 と共に矢継 ぎ早に制定 された。「企業法」は,営業秘密を容認 し,国
有企業活動をその他の所有形態の企業活動 と一緒に して規定 した。並行 して,
国有企業を賃貸借制企業に したり株式会社にするなどの国有企業の脱国家化 ・




に見合 った会計 システム,企 業の経理部長規程などが討議される一方で,合 弁
企業や賃貸借制企業での会計処理,対 外経済活動(貿 易)の ための会計,有 価
証券のための会計,改 訂された償却率 と減価償却控除方法,財 務諸表の新様式
(一旦 は企業の所有形態別 に異なる様式が発表されたが,す ぐそれを無効に し
て再び,所有形態に関係な くすべての企業で採用 される様式がっ くられた)な
どが法規として公表 されていった。
しか し,自由と民主主義の欠如を含むこれまでの旧体制の負の遺産は余 りに
も大 きか った上に,変 転する市場経済の概念,相 互に整合性のない一連の経済
法の制定や改廃などにみるような明確なビジョンのない経済改革 は,か えって
ソ連経済の危機を深化させ ることとなった。また,制 定された経済法 と採用さ
れた施策を会計の分野で具体化するために,会計法規がつ くられたが,そ れ も
これまでの ソビエ ト会計の在 り方を改革するまでにはいたらなかった。そ して
ペ レス トロイカは挫折 した。 ここに,新 しい経済体制を生み出すことな く中央
集権的計画経済体制 は瓦解 し,それに存立基盤を置いていたソビエ ト会計 も終
焉 した。
2ソ ビエ ト会計の限界
では,中 央集権的計画経済体制の もとで機能 していた ソビエ ト会計 とは,
いったいどのような会計であったのであろうか。 この問題に対する筆者の見解
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は,90年10月に開かれた会計理論学会第5回 大会(統 一論題 「経済体制 と会
はぺ
計」)で既に報告 している。この報告はソ連会計の史実に基づいて ソビエ ト会計
の問題点を批判的に総括 しているが,そ の後,旧 ソ連やイギ リスで ソビエ ト会
計の問題点を指摘 した論考 も発表 されてきているので,そ れ らの史実を活用 し
さきの報告の続編としてソビエ ト会計の際だった特色を明 らかに したい。
会計制度はその存立基盤である経済体制によって規定 されると広 くいわれる






様式による会計報告を前提条件に して,個 々の企業に設置されていった。 もっ
とも,企業へ設置されたこの統一会計制度 は厳密な損益計算を包含 した企業会
計(ミ クロ会計)制 度ではなかった。なぜならば,企 業の独立採算制をより完
全な機構をもったものにす ることが常 に検討されなが らも,依然 としてその中
口の 　トロ
身は当初か らの 「空 っぽの箱」で経緯 し,少なくとも88年以前 には実質的な内
容をもっことはなか ったか らである。個々の企業には,企 業の売上高の算定 に
とって重要である生産物(作 業,用 役 も含む)の 価格決定権はな く,また国が
設備投資の財源を保障することで長期 ・戦略的経営計画の策定権 もなく,企業
はただ短期 ・業務経営計画の策定権 と日常の経営活動に対する管理執行権のみ
もっていた。だがそれとて も,国が賃金の資金を保障 していた し,運転資金が
ゴ ス バ ン ク
不足 しても短期融資銀行(国 家銀行)か ら安易に借 りられ,も し赤字になって
も国の補助金で補填 されたので,企 業に与えられたこの策定権 と管理執行権 も
実質的なものではなかった。 このよ うな状況のもとで,法 人格が付与されてい
たとはいえ,企 業は経営成績 と財政状態に責任を負 うビジネス ・エ ンティティ
となることはなく,実態 は,企業活動を管轄する国家(社 会)が エンティティ
となり,個 々の企業 はその中で厳格 な責任会計を伴わない一つのセグメ ント
ばカ
(また はサ ブエ ンテ ィテ ィ)と な って い た。そ して,国 家全 体 が一 つ の エ ンテ ィ
ソビエ ト会計の終焉 と旧 ソ連会計学界の混迷一ー 一 5
テ ィとなった もとで,資 金の流れはっ ぎのようになった。
まず資本的支出にっいてみれば,天 然資源(企 業が占有 している土地など)
は固定資産会計の客体から除外する一方,そ の他の固定資産(機 械,設 備,建
はお
物など)は 国か ら供与された。 その際の仕訳は,借 方 「固定資産」勘定,貸 方
「定款基金」勘定 とした。資本金に相当するこの定款基金は,国が企業へ出資
した資金である。 この資金は,の ちに企業が所与の償却率で固定資産を減価償
プ ロ ム パ ン ク ス トロ イバ ンク
却 して,そ の控除基金を長期融資銀行(工 業銀行や建設銀行)へ 振 り込むこと
によって返還 した。その場合の仕訳は,まず,借 方 「基本生産」勘定など 貸
方 「減価償却基金」勘定,っ ぎに,借方 「減価償却基金」勘定 貸方 「決済」
勘定 とした。よって,当 初の固定資産 はその償却費を生産費に算入 して減価
償却 され,ま たその減価償却基金を銀行に開設 してある決済勘定へ振 り込ん
はフ
で,当 初の定款基金の大 きさに影響を与 えていた。つまり,企業で行 う減価償
却によって固定資産(資 産)と 定款基金(資 本)を それぞれ変動させて,国 は
企業へ出資 した資金を回収 した。この回収は,「国有企業(合 同)法」によって
88年よりな くなったとはいえ,65年以前の形式的独立採算制の もとでは企業
が算定 した減価償却控除の全額を,そ の後の完全独立採算制のもとではその大
半を(残 りの部分を企業 に留保 して)国 庫へそれぞれ納付することによ って
行 っていた。 このことは,長 期 ・戦略的経営計画の策定権を もっ国が資本的支
出としての資金の流れの管理者であることを意味 した。そ して,国 は,個 々の
企業か ら回収 した減価償却控除を総計 して,再 び多額の投資財源をつ くり,そ
れを経済の外延的発展のために,あ たか も全国家的規模でのローマ ン=ル フチ
効果を期待するかのように,国 家計画に従 って支出 していった。
他方,収 益的支出にっいてみれば,原 材料費やその他の経常的費用は,ソ フ





の差額が利潤 となった。 ところで,企 業 は多額の現金を手元に置 く必要がない
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ことが,ソ ビエ ト会計の一つの特徴 とされていた。 このため,原材料の仕入先
に対する企業の債務および商品の得意先に対する企業の債権は,これまた,ゴ
スバ ンクに開設された 「決済」勘定を通 して清算 された。そこで,収益的支出
としての資金の流れの直接の管理者 は個々の企業であっても,すべての企業で
のこの資金の流れを国が全国家的な簿記 としての銀行の決済勘定で監視 した。
しか も,企業の債権 ・債務の発生 ・消滅は,企業自体で認識されるのではな く,
企業か ら銀行へその証愚書類が送付された時点でルーブル統制の一つ として国
によって認識された。







直接原価計算の導入をめぐって論議 されたが,市 場のない計画経済の もとでは
マーケティング思考 も生まれず,直 接原価計算の意義 も理解 されないまま,生
産計画の達成と原価の逓減のためには主としてノルマ原価計算を採用させる一
方,国 の価格政策に役だつ全部原価計算が所与の統一生産費 ・原価項 目で行わ
れた。依然 として,企 業のマーケティング活動や原価管理に資する原価計算よ
りも,国の価格政策に必要な原価データを提供するための原価計算が重視 され
た。そ して,企 業が利潤を上げれば,そ の一定の部分は当該企業に残るが,国
もその一部を徴収することが長いあいだ行われていた。
以上のような資本的支出と収益的支出の流れおよび利潤は,39年以降,企業
が作成する収支バ ランス(資本的支出をも含む独特のもの)で 反映された。 し
か も,このバランスは国の国民経済バランスと直結 していた(図1参 照)。よっ
て,国 は個々の企業での資金の流れをこの国民経済バランスで掌握 した。 そし
　 ロハ
て,エ ンテ ィテ ィとしての国は このバランスの均衡 に努め ることにな った。
こうして,統 一国民経済計算制度 の一環 として企 業 に設 置 された企業会計





















































(注)勘 定科目の名称は,そ の後.`変更されてい るが,
その基本的な構造は同 じである。
図1企 業収支バランスと国民経済バランスの関係
この国家財政の会計 は。所詮,損 益計算思考ではなく収支計算思考で実施 され
ざるを得なかった し,企業会計こそが損益計算思考を中核として実施されねば




ト会計実務の面で勘定の統一,会 計処理の画一化,帳 簿組織の設定,証 愚書類
や報告書の規格化などを事細かに決定 した。他方,そ れに基づいて企業の経理
部は,長 いあいだ国が任命 した経理部長のもとで,会計を実施 してその結果を
ば 　　
国に報告 した。 この会計報告書は,広 く公表されることもなく,企業の所属す
る省庁で監査された。監査の目的は,企業での会計実務が国の決定 した方法で
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実施されているかどうかを点検することであ った。だが,こ の監査で判明 した
問題点を明 らかにされていくことも次第になくなっていった。理由は,企 業の
欠点を発見することによって,企 業を管轄する省庁自身の管理責任へ と発展す
ることを恐れたからである。 このため,省 庁内の監査では,適 当な会計の実務
に暗黙の了承を与えることにもなっていった。 こうして,企 業の会計報告書の
公表制の欠如 は,個 々の企業の経営成績 と財政状態にっいての活発 な討議を妨
げ,そ の業績を引き上 げようとする刺激 も失 っていき,企業の指導者間に経営
ぺ　 ほ ユエ
改善に対する無気力が広がっていった。また,国 か ら派遣 された経理部長は,
企業の経営成績 と財政状態に対する責任よりも,国か ら供与 された企業の財産
に対する監視を主な任務 とした。企業経営ではな く国へ顔を向けた経理部長の
もとで,経 理部 は,自 己の企業における会計問題の解決を疎かに し,ただ国へ
会計データを提供するために所与の方法で会計実務を行 う単なる記録係 となっ
ロら　 ほ き　ヒ
た。 そ して ここに,ソ ビエ ト企業会計 は簿記 に後退 した。
ところで,収 支バ ランスを経て国民経済バ ランスに示 された会計 データは,
その先,ど の ように処理 されて い ったのであ ろうか。 デー タは国 の経済施策 の
意思決定 と業績評価 のために役だて られて い くことになると思われ るが,定 か
でない。だが,そ れ こそが マクロ会計 と しての国民経済計算 の領域 で ある筈 で
ある。 しか し今 日で は,こ の統一国民経済計算 は完全 なる制度 と して確立 して
は　
いなか った こと,ま た,こ の計算 は会計計算,統 計計算,業 務 ・技術計算 とい
ぱ 　
う3種類の計算からなるが,実 際には,そ の うちの統計計算のみ重視 されてい
を ハロ
たことが指摘 されている。 したが って,個 々の企業での簿記機構か ら産出され
た会計データは統計の数値に代えられて,国 の経済施策のために役だてられて
　 にれ
いった。結局,「会計 よりも統計力尊 重 された」のである。
結果 として,簿 記 に後退 した ミクロ会計,会 計より統計を重視 したマクロ会
計の もとで,国 は国民経済バ ランスの均衡を図 ったが,そ の均衡 も中央集権的
計画経済体制の矛盾の顕在化,さ らに軍事費の増大,行 政管理費の肥大化など
によって破れ,国 家財政は膨大な赤字を抱えていった。
企業会計が簿記へと後退するにつれ,ソ ビエ ト企業会計理論は次第 に影をひ
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そめ,た だ発展 したのは個 々の企業内での財産の運用 とその財源の変化をでき
るだけ正確 に捕捉す る企業簿記であった。のちに,西 側で開発されていくマ ト
ぱ パ
リクス会計 の素材 とな った碁盤式帳簿組織 などはその一例である。
ノヴォ ドヴォル スキー(B几HOBO貝BOPCKHのによると,20年代の主要 な
会計書 には,科 学(Hayka)とい う用語が会計の対象規定 に際 して しば しば使
われ,会 計学 を確立 しよ うとす る努力 がみ られたが,30年代にな ると,科 学 と
い う用語が消えただけで な く,会計の対象(npeAMer)の概念を客体(06土eKr)
の概念 に置 き換え られて・会計の客体を反映'観 察するための技法を記述する
だけの解説書が公刊 され,そ の状態はっい最近 まで続いていたことを指摘 して
ペロラ ロ 　 ラ 　
いる(表1参 照)。そ して,20年代の多 くの著者は,西側の会計学で蓄積 された







だが,国 が 「会計 と統計は国民経済計画の策定 とその遂行の点検の重要な用
くめ ド 　
具である」と決定 した31年以降,統一国民経済計算制度を創出することが一
実際には統計が重視 され,結 果 として完全なる制度 として確立 しなか ったが
一 焦眉の問題 となった。 このため,会 計の範囲を個別経営とする規定やその
枠内でのバランス均衡論,複 式簿記論などの論者 は,時 の権力か ら一蹴 され,
　　 ヒ ぼ
階級 の敵 と して烙 印を押 され た。学問 ・研究 の自由を奪 ったスター リン主義 の
　ほ
悪弊 の もとでの この誤 った激 しいイデオ ロギー闘争 は,12年 か ら30年 までに
刊行 した ガラガ ン(A.M.FanaraH)の著作に対 して開かれた31年4月 の社会
的裁判(06田ecTBeHHblVacYA,いわ ゆる見せ しめのための吊 る し上 げの審判)
ぽ の て　コほ　
で,そ の頂点 に達 した。それ以後,「会計 は,科 学 と して認 め られず,そ れな り
　らコロ る　
の適 当な シゴ トと してみ られ るよ うにな ってい った」 し,会 計の理論研究 も枯
エロ ほむ
渇 し,さ らに,会 計史の文献や西側会計の翻訳書 も公刊 されな くなった。
会計の対象を個々の経営単位 と規定 して企業会計理論を展開す る(い わゆる
10 一一 経 理 知 識一 一
表11920年代と1930年代における会計分野の主要な
学者によって示された会計の対象規定


































ーブの要素であ り,ま た,経 済計
画の遂行で企業活動過程 において













(注)傍 点 は 筆 者 の もの 。 な お,20年代 末 まで の会 計 文 献 に お いて は,「会 計 」
に 対 してcqeTOBonc・TBOなる用 語 を 使 用 して い た が,30年代 以 降 か らは,
6yxranTePCKntyqeTなる用 語 を 使 用 す るよ う にな った。
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個別 資本説 に相当す るような)見 解を否定す る一 方で,統 一国民経済計算制度
を支え る理論がっ くられてい った。だが,こ の制度 は統計 を重視 して構築 され
ていただ けでな く,そ の理論 は経済学のバ ランス理論でっ くられてい った。 そ
れは,国 民経済 バ ランス→産業部門バ ランス→企業バ ランスを,上 か ら下へ,
はロ




研究)を 否定する会計経済学 といった方法論が支配 した。例えば,国 の経済施
策にとって生産物の価格決定はとくに重要であった。 このため,さ きに触れた
ように,国 は,個 々の企業か ら生産物 の原価データを収集 し,そのデータを各
産業部門別に集計 して部門平均原価を算定 し,この原価に基づいて生産物の価
まま 　ロ
格 を設定 した。経済学で いうところの社会的 に必要 な費用で,価 値に近似す る
価格を求め ようと したのである。価格 が市場で成立す る西側 と異 な って,市 場
のないソ連 ではこう した価格決定 の方法が採 られたが,こ の ことは,経 済の理
論が個 々の経営単位であ らわれ る現象 と しての原価 にまで浸透する一方で,D.
T.Baileyによれば,4そもそ も直裁的 に算定で きない 「真 の価値」を追 い求 めて
べ 　ヱ
いたともいえる。
こう して,科 学 と しての ソビエ ト会計学 はまだ まだ未確立 であ ったので あ
る。
3会 計人による諸団体の設立
中央集権的計画経済体制 の もとで は,ソ ビエ ト会計人の創造的な活動,そ の
イニ シアチブは減退 した。 ガラガ ンを初 めガ ラガノーヴィチ と呼ばれたその周
辺 の人び とまで批判 して研究の 自由を奪 い,30年代後 には会計人の 自主的 ・自
発的な団体で20年代 に活躍 した会計担当者連合(06'bexKMHeHHepa6(nHMKoB
yqera,略してopy)も 既 に存在せず,ま た,一 方で財産の監視 のために企業
の経理部長 の権限を強め,他 方で企業 の多 くの会計担当者 を単 なる記録係に し
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て,ソ 連邦財務省が会計法規の制定か ら会計教育 ・研修 までの会計 のすべてを
指導 して い くことにな ったか らであ る。会計 人のイニ シアチ ブは65年 に経済
改革 が開始 され ると強調 されるよ うにな り,会計人は科学技術協会(HaygHO-
TexH"qecKoeo6111ecTBo,略してHTO)に 結集 したが,科 学 者の自主的 ・自発
的 な団体でなか った この協会 も,経 済改革 が中途半 端 に終 わ ると共 に解散 し
た。そ して,多 くの会計人の創造 的な活動 に眼 を向けることな く,ま た西側 の
会計学界 との交流 もない鎖 国状態 のまま,ソ ビエ ト会計 は硬直 した制度 と不毛
はぬ
の理論の もとで長いあいだ惰性に流されていた。





ちている,こ とを明 らかにした論文が ソ連邦財務省発行の 『会計』誌にも載 る
し　エ 　コのへ　
よ うになった。 だが,こ うした批判 に応え る改革が実行 されないうちに,揺 れ
動 くペ レス トロイカの過程 で市場経済への移行 の施策 が提起 された。 そ して,
市場経済への移行で生起す る新 しい会計問題を多 くの会計人のイニシアチブで
解決す るために,89年にソ連邦会計士団体が,91年には ロシア会計士団体,ソ
連邦監査会議所 などが設立 され た。
モスクワ大学教授 シエ レメ ッ ト(A.n.IIIepeMeT)が代表者で あるソ連邦会
計士団体(AccouMaUMfi6yxra皿epoBCCCP,略してABCCCP)は,既 に紹
　 ハロ て　
介 したように,大衆的,自 発的,社 会的な職業団体 として設立 され,そ の会員
を会計士,エ コノミス ト,監査人,'会計研究者 ・教師,会計専攻学生などとし,
会員の活動現場に基礎組織 各共和国 に地方組織を もっ全連邦的な団体であ
り,この団体は各地域でシンポジュムを開いて市場経済への移行期の会計問題
を討議 しており,現在 も活動を続けているが,設 立後の社会 ・政治情勢の変化
から,ソ連邦 という団体名や,「活動 は・… ソ連邦共産党や政府の決定 ・… に則
して行 う」 という定款の規定などを改める必要がでてきている。
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写真1 左 か らパ リー氏,シ エ レメ ッ ト氏,筆 者
(モス ク ワ大学 に て)
ロシア会計士団体(AccoロMallvafi6yxraJrrepoBPoccan)は,市場経済 の も
とでの会計 とい う議題で連邦代表者会議が開かれ た折 り,ロ シア共和国の会計
人 の団体を設立す ることが提案 されてで きた団体であ り,こ の設立大会で は,
会長 にr.B.プ レ八一ノブ名称 モ スクワ国民経済大学教授 ヴィジ ャー ピン(B.
H.BM,!IHIIIdH),副会長 に経済学博士パ リー(BΦnanH助 教授 を選 出 し,当面
　コほエ ロの ロらヨ
の活動のための暫定定款を承認 している。暫定定款では,設 立時の社会 ・政治
情勢を反映 して,団 体の活動は国家機関や政党 と無関係であることを明記 した
り,会員は会計の専門家,科 学者,教 師であるとして,団 体を大衆団体ではな
く専門職業団体 とすることを規定するなどしているが,そ の後の ソ連邦の解体
か ら,「活動は… ・ソ連邦の憲法と法律 … ・に則 して行 う」とした暫定定款の規
な 　る
定 も古 くなって きてい る。
ソ連邦監査会議所(AypmTopcKoptnanaTbiCCCP)は,91年3月,モスクワ
で その設立大会を開 き,定 款 を承認 し,代 表者に さきのパ リーを選 出 して,監
査活動の原則 と方法論 の解明,監 査業務の型式 と方法の統一,監 査 人の地位向
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上を目的としてできた社会的職業団体であるが,そ の後の社会 ・政治情勢の変
化か ら,団体名を改める必要があるだけでなく,連邦を規模 とした この種の団
口口 　　のロ は を　
体活動 は次第 に困難 にな りつつあ るといわれて いる。
ともあれ,ま ず は,連邦 を基礎 に した ソ連邦会計士団体 が設立 され,っ いで,
各共和国が国家主権 を宣言す るに従 って,各 共和国 に も会計士 団体 が設立 され
て い くよ うにな り,ロ シアで ロシア会計士団体 が設立 され,ベ ラルー シ(白 ロ
シア)で も会計士団体が,ソ 連邦か ら離脱 ・独立 した リトアニアでは90年9月
に リ トアニア会計士 ・監査人団体(LietuvosBuhalteriuirAuditoriuAsoci-
acija,略してLBAA)が それぞれ設立 された。なお,旧 東欧 で も,チ ェコの会
ロカ ほ ユぽ ロリ　ロ 　
計団体,ス ロバキアの会計団体がで きている。
これ らの諸会計団体は西側の会計学界との交流を定款で明記 してお り,こ こ
に,ソ ビエ ト会計学界の長い鎖国状態 も終わろうとしている。事実,会 計人は
西側 とくにアメリカの会計学界 との人的交流を既に始めており,ま た,現 在唯
一の会計定期刊行物であるさきの 『会計』誌上 には,西 側の会計学者の寄稿論
文や西側の会計用語の解説文が載 るようになってきている。
こうして諸会計団体が設立されていく一方で,こ れまで会計のすべてを指導
して きたソ連邦財務省は,当 初の段階ではその権限を各共和国へ徐々に委譲 し
ていったが,連 邦体制が実質的に解体 していく過程でその他の連邦機関と共に
改廃されていった。
このため,現 在,市 場経済への移行に際 しての新 しい会計問題の解決 は,旧
連邦の機関,各 共和国の機関,諸 会計団体 との相互間での 「新たな責任領域を
エ　 　ア
分割する視点」か ら行われようとさえ しているだけでなく,会計問題の解決 に
エハ　 ロ ア
必要 な 「期待 される中核 となるべ きセ ンター」 もな くなるよ うな混沌 と した状
態 を も生 みだ している。
4前 途多難な旧ソ連会計学界
かって ソ連邦財務省が中心 になってっ くった一連の会計法規のうち,賃 貸借
制企業や有価証券の会計規程は国有企業の脱国家化 ・民営化のための ものであ
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り,合 弁企業や対外経済活動(貿 易)の それは西側か らの技術 ・資本の導入の
ぱ　　
ための ものであった。また,国 が企業か ら法人税を徴収する際,費 用(損 金)
としての減価償却費の認定を必要 とするため,償却率 と減価償却控除方法の規
ほ　 　　アる
程 もっ くられた。 この規程では,減 価償却控除の算定 において固定資産の大修




ヒ　エひ く　 　 　 うヨ
すべての企業で91年か ら採用 される財務諸表の規程がっ くられた。 この規程





借方項 目は約50項目か ら約30項目に,貸 方項目は約60項目か ら約25項目に
それぞれ減 らし,これまでの中央集権的計画経済での監督機関に役だつ情報の
収集のための項 目は整理されて,そ れは債権 ・債務の取引にっいての情報提
供,投資家や銀行への情報提供に関する項 目に代わっており,有価証券,外貨,
手形などの新 しい項目も導入されたが,貸 借対照表作成で採用すべ き評価方法
や,企 業の従業員(労 働者集団)を 初め広 く社会に対 して財務諸表を公表する
ロ　コ ほ おりら
条件はまだ提示されていない。
こうして,国 有企業の脱国家化 ・民営化に必要な会計処理 を初め,市 場経済
への移行に必要な償却計算や財務諸表の規程はソ連邦財務省を中心に して作成
された。 しか し。 これまでのソ連では,コ ルホーズ会計のような協同組合会計
を除いて国有企業会計が唯一の会計慣行であったことか ら,91年か らの新 しい
財務諸表 も,現在の未発達のごく初歩的な市場の出現で多少の変化を示 してい
るとはいえ,主 として国有企業での採用を前提につ くられ,そ の必要用件は必
　 エ　コき
然的 に伝統的 な古い ものとな っている。
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ところで,従 来のような硬直化 したマクロ会計の一環 としての統一会計制度
ではなく,市場経済の もとで活動する個々の企業に基礎を置いた ミクロ会計の
ための統一会計制度の必要性は,ま だ連邦体制が維持 されていた時に示 された
「ソ連の経済安定化 と市場経済移行の基本方向」(90年10月)で提起 され,その
後の反 クーデター成功後に調印された 「経済共同体条約」(91年10月)にも盛
られた し,さらにその後成立 した独立国家共同体(CIS)も統一通貨 としてルー
ブルを使用するとしている。 しか も,CIS参加国では,国 有企業の脱国家化 ・
オベ　　
民営化はまだ充分に進展 していない し(表2参照),従来の国有企業会計の慣行
も残 っており,採用すべき統一会計制度 もまだできていない。 よって,か つて
ソ連邦財務省の もとでっ くられた一連の会計法規 は,必要な場合には部分的に
修正 されなが ら,こ こしば らくはCIS参加国内で適用されてい くか も知 れな
いo
だが,現 実に,バ ル ト3国 が ソ連邦か ら離脱 ・独立 し;連 邦 体制 が崩壊 して
表21991年前期における各種の所有形態別の企業活動
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CISが発足す ると,1日ソ連邦 を構成 していた各共和国 で新 しい状況が生 まれて
きて いる。D.T.Baileyによると,エ ス トニア,ラ トビア,リ トアニアのバ ル ト
3国 は,会 計制度的構造,会 計の教育 と研修,財 務諸 表作成,監 査 などの問題
で,共 通 の方法 を採用 しなが らも,相 互 に独 自の会計改革 に着手 しようと して
いる し,同 じよ うな動 きは,ア ゼルバ イジャン,グ ル ジア,モ ル ドバそ してウ
クライナにもみ られ るとい う。そ して,こ の動 きは,1)モス クワか らの指令 を
拒 否す ることを好 む,2)明確 に区分 された国家の存立基盤を主張す ることを好
む,と い う傾 向が各国 にあるだけでな く,各国で,3)経済転換 ペースが異 な る,
4)行使す る会計基準 が異 な る,5)経験 を もった会計人の数が異 なる,6)文化
的要因(例 えば,ウ ズベ クにおけるイスラム原理主義の展開)が 異 なる,こ と
か ら生 じているとい う。 また,ロ シア連邦共和国だけみて も,少 数民族(例 え
ば,'夕夕ールやチ ェチェ ン ・イ ングー シ地方)は 彼 ら自身の国 の存立基盤を主
張 し,サ ンク トペテルブルグ(レ ニ ングラー ド)や極東地域 を中心 とす る経済
地 区 は,西 側 の技術 ・資本を誘致 で きるよ うな独 自の会計 を望んでいるか らで
写 真2ベ イ リー氏 と筆 者(イ ー リング ・カ レッ ジに て)




そ もそも,市場経済の もとでは,公 認会計士,監 査人を初め,経 営の意思決
定で会計データを駆使で きる個人や ビジネスマ ンが必要であり,またこれ らの
人びとの会計教育 ・研修の制度を必要 とする。このためには,1)主要な会計法
規の制定(法 的配慮),2)監査職業の創出(制 度的配慮),3)会計教科の改革
(教育的配慮)が重要 となる。問題は,旧 ソ連邦を構成 していた各共和国が この
ロロ　 ほ ぽ
課題を どの ように解決す るか とい うことであ る。CIS参加国の うち,ロ シア連
邦 とウク ライナを除 く,人 口が比較的少 ない国で相対的に小 さい国では,D.T.
Baileyによれば,同 じよ うな西欧 の国(例 えば,ベ ルギ「 フィンラン ド,ノ
ル ウェー,ポ ル トガル)の 会計慣行 を採用す る方が一 残念 なが ら,こ れ らの
西欧の国での会計問題の整理 やその長所 と短所 につ いて国際会計学界 はまだ充
　 コロき
分 に明 らかに されていないが一 一 メ リッ トが あるか も知れない という。
しか し既 に,88年末の ソ連邦会計士団体の設立準備大会 では,西 側 の国際会
計士連 盟(IFAC)や国際会計基準委員会(IASC)との交流 ・参加 が打 ちだ さ
れて いるように,モ スクワを中心 とす る会計専門家 たちは,新 しい会計の モデ
ルを ア ングロ ・アメ リカ系 の会計 に求め,問 題 を国際会計 の慣行を採用す るこ
とで直裁的に単純 に解決 しよ うと して いる。過去の ソビエ ト会計の経験 に対す
る反 省 も,当 面の経済施策 に対 す る批判的 な評価 もないまま,西 側 とくにアメ
リカの会計 の経験 を直輸入 しよ うとす る傾向が強 くあ らわれて きている。
F.D.S.ChoiとG.G.Muellerは,「高度 に洗練 され た会計基準 と会計実務
は,そ れ らが 誤 解 され た り乱 用 され た りす る環 境 の所 で は定 着 しな い」
(lnternationalAccounting,PrenticeHall,Englewood,1984.)ことを指摘 し
　 ラ 　コロ
ているが,長 いあいだ多 くの会計人を単なる記録係にしていた旧 ソ連で,果 た
して新 しい会計の基準や実務を誤解 したり乱用 した りしない会計人が養成 され
あ　
て い るのか。また,C.NobesとR.Parkerは,「異 な る ビジネ ス環 境 に は異 な る
会計 システ ムを必 要 と し,会 計 を代 え た り標 準 化 す る際 に は この ことを考 慮 し
な けれ ば な らない」(ComparativelnternationalAccounting,PrenticeHall,
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HemelHempstead,1991)ことを指摘 してい るが,長 いあいだ中央集権的計画
経済体制下 にあ った旧 ソ連で,果 た して どの ような ビジネス環境 をっ くろ うと
しているのか。 モスクワを中心 とす る会計専門家 たちは,こ の疑問に対 して明
快 な答えをだ していない。
ソビエ ト会計 はソ連邦 の解体 と共 に終焉 した。 しか し,新 生 した各共和 国の
会計 はまだで きていない。
(注)
1)30年代 に形成 された形式的独立採算制の機構 にっいては 〔28〕,65年以降に改
革 された完全独立採算制の機構 にっいては 〔24〕,〔27〕をそれぞれ参照されたい。
2)D.T.Baileyによれば'こ の経済改革は党の政治局の圧力によって中途半端に
終わ り,のちのペレス トロイカ期の経済改革は大衆の支持を失って挫折 したとい
　 コほ り
う。
3).ペ レス トロイカの もとで主張 された完全 な真の独立採算制の機構 にっいては
〔31〕を参照 されたい。
4)〔36〕を参照。なお,こ の年報 は会計理論学会事務局(明 治大学商学部根津文
夫教授研究室)か ら求めることがで きる。
5)ソ ビエ ト会計 と同 じ会計制度を採用 していたポーラン ドでは,国 が エ ンティ
ティであり,個 々の企業はサブエンティテ ィである,と いうことは早 くか ら指摘
ゆ 　ゆ ロロ　 ベコお エ
されていた。
6)国 庫か らの財政投資は,原則 と して,65年以前では企業のすべての設備投資に
対 して行 われ,65年以後で は資金回収期間5年 以 上の設備投資に対 して行 われ,
資金 自己調達制を規定 した88年の 「国有企業(合 同)法 」でな くなった。
7)こ れ らの取引のより詳細な会計処理にっいては,〔27〕を参照 されたい。
8)既 に65年以前か ら,原 則と して,こ の財源は企業利潤かち補充される自己流






11)そ してその領域内で,高 収益性企業で得 た利潤の一部は,国庫か らの補助金 と
カ エいエぽ ウ
して,低 収益性企業へ流れてい った。
12)但 し,ソ ビエ ト政権初期には,会 計報告書を 『国民経済』誌,『経済生活』紙に
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ヒの ロロ
公表す る施策が採 られていた。
13)統一国民経済計算 システムを創出 しよ うと努力 したが.結 果 と して,そ れ は
エユロコリ う
「多年にわた って効果的に機能 しなか った」。 このシステムは,の ちに,ソ 連よ り
エおエ
もむ しろ東 ドイツにおいて,会 計 と統計の統一 システムとして改めて発展 した。
14)会計計算,統 計計算,業 務 ・技術計算の相互の関係 については,〔32〕を参照 さ
れたい。
15)ノ ヴォ ドヴォルスキーによれば,統 一国民経済計算 システムを創出 しようとし
た時期 の多 くの党や経済 の指導者 は戦時共産主義 の考えに影響を受 けていた と
し,彼 らは,「企業活動 に必要なすべての会計上のデー タは統計的なアンケー ト
のような方法で得 られると考えて いた。そこか ら,統計計算の役割を過大視 し,
その他の種類の計算の意義を軽視 した。こうしたアプローチは,と くに,30年代
ぼハドロめ
初期にいち じるしくあ らわれ るようにな った」 という。
16)碁盤式帳簿組織{こついては,〔30〕を参照 されたい。
17)17年か ら29年にかけて,会計の出版物 は1万2000冊も公表 され,そ のうちの
90%以上 は24年か ら29年のあいだに出版 された。そ して,こ れ らの労作 は会計
　 にロ
の理論構築に努めていた。
18)この闘争については,〔16〕が詳 しく紹介 しているが,〔4〕,〔8〕で も触れ られ
ている。
19)29年のニ ューヨークの国際会計人会議 に参加 し,そ の折 フォー ド自動車工場
を見学 してその標準原価計算 に感動 し,のちにノルマ原価計算 を開発 していった
ジョブラーク(M.X.)Ke6paK)も,きわめて数奇 な運命を辿 ることになるが,こ
の ことについては 〔1〕を参照 されたい。
20)ソ コロフ(H.B.COKonOB)によれば,こ のバ ランス理論 は会計専門家 にとっ








　 ロリト お ス
い価格であ った。
22)D.T.Baileyによれば,エ ンゲルスは真の価値 を直裁的 に算定できない ことを
　 　に　
認めていたと して,エ ンゲルスのっ ぎの文章を引用 している。「『真の価値』をっ
くりだす ことによって資本主義的生産形態を廃止 しようとするのは,『真の』 教
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こ　 ド　ロ
皇をっ くりだす ことによってカ トリック教会を廃止 しよ うとするものである」。
23)opyやHTOな どのペ レス トロイカ以前の会計人の活動 については,〔26〕を
参照 されたい。
24)〔33〕と 〔34〕で既 に紹介 した 「ソ連邦会計士団体」の定款 との比較を容易に
す るために,「ロシア会計士団体」の暫定定款の主要な内容を示す と,っ ぎのよう
にな っている。
暫定定款 は,1総 則,2目 的 と課題,3法 的地位 と財政,4会 員 とその権利 と義
務,5組 織 とその指導機関,6地 方部局の指導機関,7解 散か らなっている。
総則では,当 団体を財務,管 理,監 査,分 析活動や会計教育 に携わ っている専
門家,科 学者,教 師か らなる共和国の社会的,創 造的,民 間の職業組織 とし(1.1
項),その活動は国家機関,政 党,そ の他の組織 と無関係であり(1.2項),民主
主義,集 団主義,公 開制,自 主管理,資 金 自己調達制,個 人のイニシアチブと責
任で活動するとしている(L3項)。また,目 的 と課題 として,憲 法上の市民権の
実現,会 員の活動にとっての社会的条件の発展,会 員の市民的 ・経済的利益の擁
護,市 場経済のための会員の新 しい知識の形成,自 国 と外国の先進 的経験の普
及,現 実の会計問題の解決への援助,会 計士の養成,外 国の会計団体 との交流,
会計士の地位の擁護 などを列挙 している(2.1～2.7項)。法的地位 と財政 にっい
ては,当 団体を法人と し.そ の地位 は連邦 と共和国の法律で保護され,自 己の資
金で活動すること.さ らに他組織 との協定の締結,他 団体への加盟,出 版活動,
ビジネススクールの開設などを行 い,財政 を会員の入会金 と年度会費,寄 付金な
どで賄 うとしている(3.1～3.6項)。さ らに,会 員を個人会員 と団体会員 とに分
け,個 人会員は,各 機関での選挙権 と被選挙権,諸 活動への参加 と意見表明,職
業擁護の申請,職 業への支援,出 版物への投稿などの権利を もっと同時に,諸 活
動への積極的参画,委 託業務の遂行,自 己の職業能力の向L.会 費の納入などの
義務を もち,自 ら選んだ基礎組織で活動 し,自由に脱会できるとしている(4.1～
4.4項)。企業,合 同,省 庁,研 究所,専 門学校,協 同組合などか らなる団体会員
は,当 団体か らの会計上の援助 と協定の締結,諸 集会への代表者の派遣 などの権
利をもつと同時に,当団体 の活動 を成功 させ るための条件をつ くる義務を もっと
している(4.5～4,8項)。ついで,当 団体 は州,地 域,都 市 における地方の会計
士の職業団体を地域的原則で連合 した組織であり,法人である地方組織が基本的
な環 であるとする。団体の上部機関は,2年 に1回 開催 され る会員総会,1年 に2
回開催する理事会,四 半期 に1回 開催す る総管理部 および中央監査委員会であ
り,団体 の代表者を初め,理 事,管 理部員,監 査委員 は会員総会で選 出される(5.
1～5.5項)。地方機関は,5年 に1回 開催す る会計士地方代表者会議,1年 に2回
開催す る地方理事会(理 事は地方代表者会議で選出),四 半期に1回 開催する地
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方理事代表者会議(代表者とメンバーは地方理事会で選出)および地方監査委員
会(委 員は地方代表者会議で選出)で ある(6.1～6.4項)。そ して,当団体の解
エエリ　　ボむエむ　
散 は,会 員総会出席者の2/3以 上の決議に基づ くとしている'(7.1～7.2項)。
25)こ の困難になりっっあ るとい うことは,.昨年,モ スクワ大学を訪れた際,シ エ
レメット,パ リーの両教授か ら直接伺 った話であ る。
26)こ れ らの規程 は,『会計』誌に発表 されているが,そ の掲出は煩雑 になるので省
略す る。・
27)こ こでは,現 在 もっとも関心 の高いウクライナのデータを示 したが,旧 ソ連 に
おける国有企業の脱国家化 ・民営化は全体 と して遅れている。
28)旧 ソ連には,90年の時点で,広 く会計 に携わっている会計担 当者 は200万人,
会計の専門家 は100万人で,経 済系の大学の約40%の学生 は会計学の教育 を受
　 コロコヱ
けるが,博 士候補 は約1300人,博士は約IOO人いた。
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